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令和３年度学校給食衛生管理等研修会



期間：令和３年～令和７年度

国民の健康や食を取り巻く環境の変化、社会のデジタル
化など、食育をめぐる状況を踏まえ、

①生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進

②持続可能な食を支える食育の推進（SDGsの視点）

③「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進

に重点を置いた取組が求められる。

第４次食育推進計画（令和３年３月）
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第４次食育推進計画の概要
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(参考)食育推進基本計画の基本的な方針と関連する主な取組

＜重点事項＞
生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進

＜関連する主な取組＞
（子供の基本的な生活週間の形成）
・「早寝早起き朝ごはん」国民運動等により普及啓発を推進

（学校、保育所等における食育の推進）
・栄養教諭、管理栄養士等を中核として、関係者が連携した体系的・継続的な食育
を推進

（健康寿命の延伸につながる食育の推進）

（貧困等の状況にある子供に対する食育の推進）
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＜重点事項＞
持続可能な食を支える食育の推進

(参考)食育推進基本計画の基本的な方針と関連する主な取組

＜関連する主な取組＞
【食と環境の調和】
・食品ロス削減法に基づき国民運動として食品ロス削減を推進

【農林水産業や農山漁村を支える多様な主体とのつながりの深化】
・食への関心と理解を深めるべく農林漁業体験活動を促進。
・我が国の食料需給の状況への理解促進や地産地消の推進や生産者と消費者との交
流促進等を進め、多様な主体のつながりを深める食育を推進。

【日本の伝統的な和食文化の保護・継承】
・学校給食等で地域の郷土料理の歴史、ゆかり、食材などを学ぶ取組を推進
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＜横断的な重点事項＞
「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進

(参考)食育推進基本計画の基本的な方針と関連する主な取組

＜関連する主な取組＞
・「新たな日常」においても食育を着実に実施し、ＩＣＴデジタル技術を有効活用
して効果的な情報発信を行うなど、新しい広がりを創出するデジタル化に対応した
食育を推進。
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第４次食育推進計画における食育の推進に当たっての目標
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５．学校給食における地場産物を活用した取組等を増やす

⑥栄養教諭による地場産物に係る食に関する指導の平均取組回数

現状値（令和元年度） 月９．１回 ※１

目標値 月１２回以上

※１ 表記数値は、令和２年度８月に文部科学省が公益社団法人全国学校栄養士協議会あて

行った調査によるもの。（都道府県別の数値はなし）
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(参考）
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⑦学校給食における地場産物を使用する割合（金額ベース）を現状
値（令和元年度）から維持・向上した都道府県の割合

現状値 － ※２

目標値 ９０％以上

⑧学校給食における国産食材を使用する割合（金額ベース）を現状
値（令和元年度）から維持・向上した都道府県の割合

現状値 － ※２

目標値 ９０％以上

※２ 文部科学省実施「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査」によるもの。
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「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査」について

目的：第４次食育推進基本計画の目標に掲げられている「学校給食におけ
る地場産物・国産食材を使用する割合」における適切な数値の把握
に資する。

対象： 都道府県内の単独調理場もしくは共同調理場を７場（校）選択

調査対象期間：令和元年 ６月及び１１月の第３週の５日間
令和３年～令和７年 ６月及び１１月の第３週の５日間

(参考）

【令和元年度調査結果（金額ベース】
〇地場産物使用状況
大阪府 7.3％
全国平均52.7％

〇国産食材使用状況
大阪府 85.6％
全国平均87.0％
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調査対象市町村以外においても、
ぜひ積極的な地場産物の活用をお願いいたします。

＜大阪産(もん)について＞
大阪府環境農林水産部ＨＰ
https://www.pref.osaka.lg.jp/ryutai/osaka_mon/about.html
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